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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期
第３四半期
連結累計期間

第37期
第３四半期
連結累計期間

第36期
第３四半期
連結会計期間

第37期
第３四半期
連結会計期間

第36期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 36,062,97435,982,06514,205,18814,152,69551,099,831

経常利益（千円） 48,596 215,5531,105,905799,4071,553,376

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
52,744△844,161 809,766 395,505 499,837

純資産額（千円） － － 31,798,14731,191,57632,257,667

総資産額（千円） － － 56,731,22855,889,73355,684,183

１株当たり純資産額（円） － － 1,954.941,917.661,983.19

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

3.24 △51.89 49.78 24.31 30.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 56.1 55.8 57.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
953,050 147,029 － － 4,016,590

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△736,660△31,251 － － △892,958

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
142,009 498,747 － － △3,057,035

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 6,211,8946,534,6155,920,089

従業員数（人） － － 1,294 1,153 1,259

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第36期第３四半期連結累計（会計）期間及び第36期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第37期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

５．第37期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,153(1,004)

（注）１．従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は当第３四

半期連結会計期間の平均人員（１人当たり１日８時間換算）を（　　　）外数で記載しております。

２．上記従業員のほかに、嘱託社員107名を雇用しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,147(989)

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は当第３四半期会計期間の平均人員（１人当たり１日８時間換算）を（　　　）外数で記載しております。

２．上記従業員のほかに、嘱託社員104名を雇用しております。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

(1）販売実績

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

重衣料

［スーツ・礼服・コート］
7,288,647 －

中衣料

［ジャケット・スラックス］
1,341,532 －

軽衣料

［ワイシャツ・ネクタイ・カ

ジュアル・小物・その他］

5,172,805 －

補修加工賃収入 254,720 －

衣料品販売事業（千円） 14,057,706 －

その他（千円） 94,988 －

合計（千円） 14,152,695 －

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）仕入実績

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

重衣料

［スーツ・礼服・コート］
2,629,415 －

中衣料

［ジャケット・スラックス］
411,212 －

軽衣料

［ワイシャツ・ネクタイ・カ

ジュアル・小物・その他］

3,092,353 －

衣料品販売事業（千円） 6,132,981 －

その他（千円） 66,042 －

合計（千円） 6,199,023 －

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、外需の牽引や経済政策等の一時的要因により一定の改善が見

られたものの、雇用情勢や所得環境の根本的な改善は見られず足踏み状態が続きました。特に衣料品小売業界にお

きましては、残暑が長引いたことに加え、景気の先行き不安から衣料消費マインドは回復には至らず、依然として厳

しい経営環境となりました。

　このような環境のもと当社グループの主力事業である衣料品販売事業におきましては、「いいもの、欲しいもの、

つぎつぎと」をテーマに、人と地球に優しいモノづくりに取り組んでまいりました。

　発売以来お客様に大好評をいただいております、ご家庭の洗濯機で洗えて環境に優しく、クリーニング代も節約で

きる「洗えるスーツ」を中心とした機能性商品やインポート高級生地を使用した紳士服の販売が好調に推移いた

しました。

　事業の状況としましては、10月にレディスカジュアルブランドショップ「MILLION　CARATS」（ミリオンカラッ

ツ）を松坂屋銀座店２階うふふガールズＧＩＮＺＡに出店いたしました。また、海外高級ブランド生地の共同開発

第二弾として、英国王室御用達の高級生地ブランド「Ｊ＆Ｊ　ＭＩＮＮＩＳ」（ジェイ・アンド・ジェイ・ミニ

ス）を有するハダスフィールド・ファイン・ウーステッド社と共同開発した英国スタイルスーツの販売をスター

トいたしました。

　なお当社グループは衣料品販売事業以外に、100円ショップ事業、広告代理業等を営んでおりますが、重要性が乏し

いため記載を省略しております。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間におきましては、売上高141億５千２百万円（前年同四半期比0.4％

減）、営業利益７億５千３百万円（前年同四半期比29.1％減）、経常利益７億９千９百万円（前年同四半期比

27.7％減）、四半期純利益３億９千５百万円（前年同四半期比51.2％減）となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下［資金］という）は、仕入債務の増加などの要因

により、当第３四半期連結会計期間末には65億３千４百万円（前年同四半期比5.2％増）となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は23億６千４百万円（前年同四半期比14.0％減）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益が７億４千８百万円あったことや仕入債務の増加が12億２千５百万円あったことなどによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は２億４千１百万円（前年同四半期は２億６千５百万円の使用）となりました。こ

れは主に、差入保証金の取得による支出が５千４百万円あった一方で、有形固定資産売却による収入が１億６百万

円あったことや不採算店舗の閉鎖により差入保証金の回収による収入が２億４千５百万円あったことなどによる

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は２億１千４百万円（前年同四半期比74.5％減）となりました。これは主に運転資

金の調達としての短期借入金の純増加額が６億円あったことに対し、長期借入金の返済による支出が３億３千９百

万円あったことなどによるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

　①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要

　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

に資する者が望ましいと考えます。また、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させる者として最適であるか否かは、最終的には当社株主の総体意思に基づき判断

されるべきものであると考えます。 

　しかしながら、大量買付や買収提案の中には、株主の皆様に買収提案の内容を検討するための十分な情報や時間を

提供することのないもの、その目的等からみて対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、対象会社の株主の皆様に株式の売却を事実上強要するもの等もあります。当社は、このような大量買

付や買収提案を行う者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては不適切であると考えます。

  ②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組

みの概要

  　当社は、地域に密着し、紳士服等のファッション衣料品の販売を通じてライフスタイルを提案する専門店チェーン

として、「より良いものを　より安く」の創業理念のもと、「お客様第一主義」を経営理念とし、お客様に最高のご

満足を感じていただくため、高品質・高機能商品の企画、開発、販売に努めてまいりました。また、ＣＳ運動(顧客満

足運動)を展開させることにより、お客様のご意見、ご要望を最優先に考え、適時に顧客サービスに反映していく経

営を実践してまいりました。さらに、季節、歳時記、商品特性などに対応した売場等の演出や、多様化するニーズに

あった商品の提供などを通じて、既存店の抜本的な活性化に努め、今後もお客様にご満足いただける当社独自の魅

力を創造してまいります。また、当社は、ローコスト経営の実現、財務体質の改善・強化、スピーディかつ柔軟な組織

への変革といった経営課題に果敢に挑戦するとともに、人や環境に優しい地域社会づくりに貢献するため、クール

ビズやウォームビズに対応した商品の開発、提供に積極的に取り組み、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

一層の向上に努めております。

　　当社は、前述のとおり、企業価値を最大化することをコーポレート・ガバナンスの基本方針としております。具体的

には、平成11年７月より執行役員制度を導入し、迅速な経営の意思決定と業務執行の分離による取締役会の活性化

を図るとともに、取締役と執行役員の役割、責任を明確化し、経営の透明性を高めるよう努めております。また、社会

の構成員としての企業人に求められる価値観・倫理観を社内で共有し、企業の創造的な発展と公正な経営を実現す

るため、コンプライアンス委員会において、社内へのコンプライアンスの浸透、経営上のリスク事案の評価等を行

い、適宜取締役会へ報告しております。また、当社は監査役制度を採用しており、現行の３名の監査役のうち２名が

会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、経営の透明性・公正さに対する監視を行っております。 

　　このように経営の効率化、健全化をより積極的に進める一方、経営の公正さを高め、コーポレート・ガバナンスの強

化に継続して努めることにより、企業価値の最大化を図ってまいります。 

  ③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの概要

　　当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、又は向上させるための取組みとして平成22年６

月開催の当社定時株主総会において、株主の皆様から「当社株式の大量買付行為に関する対応策」（以下「本プラ

ン」といいます）のご承認を賜り、継続いたしております。 

　　本プランは当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた場合に、買収者に事前に情報提供を求める等、本

プランの目的を実現するための必要な手続きを定めております。 

　　買収者は、本プランに係る手続きに従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合に、当該

決定時以降に限り、当社株式の大量買付等を行うことができるものとしております。 

　　買収者が本プランに定めた手続きに従うことなく当社株式等の大量買付等を行う場合、当該買付等が当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある場合等で、本プランに定める発動の要件を

満たす場合には、当社は、買収者等（買収者及び一定の関係者）による権利行使は原則認められないとの行使条件

及び当社が買収者等以外から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権を、

当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法で割当てます。 

　　本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者等以外の株主の

皆様に当社株式が交付された場合には、買収者等の有する当社の議決権割合は最大50％まで希釈化される可能性が

あります。
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　　当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役会の恣意性

を排除するため、当社経営陣から独立した委員による独立委員会を設置し、その客観的な判断を経るものとしてお

ります。こうした手続きの過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示を行い、その透明性を確保することと

しております。 

　　本プランの有効期限は当該株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

終結のときまでとなっております。

　④本プランが、株式会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないこと、会

社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由　

　　本プランは、①買収防衛策に関する指針等の要件の充足していること、②企業価値ひいては株主共同の利益の確保

・向上を目的に導入しているものであること、③株主意思を重視するものであること、④独立性の高い社外者の判

断を重視するものであること、⑤合理的な客観的発動要件が設定されていること、⑥デッドハンド型買収防衛策で

はないこと、の理由から、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当

社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

　　本プランの詳細につきましてはインターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.haruyama.co.jp/）

に掲載しております。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設について完了

したものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容 完了年月

当社

新下関店
山口県下関市 衣料品販売事業 店舗移転 平成22年10月

当社

福知山店
京都府福知山市 衣料品販売事業 店舗移転 平成22年10月

当社

MILLION CARATS銀座松坂屋店
東京都中央区 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年10月

当社

フォーエル寝屋川店
大阪府寝屋川市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年10月

当社

フォーエルいわき店
福島県いわき市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年10月

当社

フォーエル下関店
山口県下関市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年10月

当社

フォーエル青森浜田店
青森県青森市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年11月

当社

フォーエル福島鳥谷野店
福島県福島市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年12月

株式会社モリワン

フォーエル草津店
滋賀県草津市 衣料品販売事業 店舗新設 平成22年10月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,485,078 16,485,078
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 16,485,078 16,485,078 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 16,485 － 3,991,368 － 3,862,125

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      219,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   16,255,100 162,551 －

単元未満株式 普通株式       10,378 － －

発行済株式総数 16,485,078 － －

総株主の議決権 － 162,551 －

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

はるやま商事株式会社
岡山市北区表町

１－２－３
219,600   － 219,600 1.33

計 － 219,600   － 219,600 1.33

（注）当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は219,600株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は1.33％で

あります。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 455 435 406 400 390 359 343 381 437

最低（円） 390 333 337 365 340 337 301 311 367

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

　　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

 専務取締役 －  常務取締役 － 　野村　耕市 　平成22年10月１日

 専務取締役 －  常務取締役 － 　柳沢　正 　平成22年10月１日

 常務取締役 －  取締役 － 　齊藤　港 　平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,550,115 5,999,589

受取手形及び売掛金 60,186 72,445

商品 12,752,138 11,861,615

貯蔵品 69,847 81,967

その他 3,585,500 4,570,753

貸倒引当金 △2,125 △1,664

流動資産合計 23,015,662 22,584,707

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,557,536

※1
 6,814,978

土地 12,547,757 12,649,771

その他（純額） ※1
 586,267

※1
 623,667

有形固定資産合計 19,691,561 20,088,417

無形固定資産

のれん 62,693 82,074

その他 913,455 510,624

無形固定資産合計 976,148 592,699

投資その他の資産

差入保証金 6,842,335 7,053,766

その他 5,392,246 5,382,811

貸倒引当金 △28,221 △18,218

投資その他の資産合計 12,206,361 12,418,359

固定資産合計 32,874,071 33,099,475

資産合計 55,889,733 55,684,183

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,857,681 11,392,758

短期借入金 1,900,000 －

1年内返済予定の長期借入金 1,359,228 1,385,328

未払法人税等 150,406 202,148

ポイント引当金 693,750 687,905

賞与引当金 37,500 150,000

店舗閉鎖損失引当金 70,841 190,017

資産除去債務 18,384 －

その他 2,530,716 2,704,925

流動負債合計 17,618,509 16,713,084

固定負債

長期借入金 3,446,947 4,478,659

退職給付引当金 1,689,540 1,595,197

資産除去債務 926,995 －

その他 1,016,164 639,574

固定負債合計 7,079,647 6,713,431

負債合計 24,698,157 23,426,515
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,991,368 3,991,368

資本剰余金 3,864,978 3,864,978

利益剰余金 23,633,096 24,729,373

自己株式 △287,700 △287,669

株主資本合計 31,201,742 32,298,050

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,444 △41,087

繰延ヘッジ損益 △2,721 704

評価・換算差額等合計 △10,165 △40,382

純資産合計 31,191,576 32,257,667

負債純資産合計 55,889,733 55,684,183
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 36,062,974

※1
 35,982,065

売上原価 16,513,228 16,678,269

売上総利益 19,549,745 19,303,796

販売費及び一般管理費 ※2
 19,619,773

※2
 19,211,853

営業利益又は営業損失（△） △70,028 91,942

営業外収益

受取利息 27,242 23,699

受取配当金 5,767 4,749

受取地代家賃 208,273 225,330

その他 65,419 52,893

営業外収益合計 306,702 306,672

営業外費用

支払利息 106,848 80,713

賃貸費用 75,534 89,094

その他 5,694 13,253

営業外費用合計 188,077 183,061

経常利益 48,596 215,553

特別利益

固定資産売却益 － 3,490

投資有価証券売却益 62 －

賞与引当金戻入額 99,396 －

事業整理損失引当金戻入額 184,993 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 8,966 －

特別利益合計 293,419 3,490

特別損失

投資有価証券評価損 1,529 129,518

固定資産除売却損 136,964 59,098

減損損失 36,214 25,755

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 684,635

その他 31,873 4,204

特別損失合計 206,581 903,212

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

135,433 △684,169

法人税、住民税及び事業税 125,460 138,195

法人税等調整額 △42,771 21,796

法人税等合計 82,689 159,991

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △844,161

四半期純利益又は四半期純損失（△） 52,744 △844,161
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 14,205,188

※1
 14,152,695

売上原価 6,336,676 6,381,311

売上総利益 7,868,511 7,771,383

販売費及び一般管理費 ※2
 6,805,318

※2
 7,017,499

営業利益 1,063,192 753,884

営業外収益

受取利息 8,743 6,034

受取配当金 3,093 2,180

受取地代家賃 71,445 71,221

その他 25,203 27,406

営業外収益合計 108,486 106,842

営業外費用

支払利息 35,983 27,169

賃貸費用 27,512 32,508

その他 2,277 1,642

営業外費用合計 65,773 61,319

経常利益 1,105,905 799,407

特別利益

固定資産売却益 － 3,486

貸倒引当金戻入額 5,401 －

事業整理損失引当金戻入額 184,993 －

特別利益合計 190,394 3,486

特別損失

投資有価証券評価損 － 7,629

固定資産除売却損 37,927 18,921

減損損失 － 25,304

その他 8,240 2,414

特別損失合計 46,167 54,270

税金等調整前四半期純利益 1,250,132 748,623

法人税、住民税及び事業税 40,185 51,660

法人税等調整額 400,180 301,457

法人税等合計 440,365 353,117

少数株主損益調整前四半期純利益 － 395,505

四半期純利益 809,766 395,505

EDINET提出書類

はるやま商事株式会社(E03233)

四半期報告書

15/26



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

135,433 △684,169

減価償却費 1,149,381 1,028,023

減損損失 36,214 25,755

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 684,635

のれん償却額 40,533 19,380

ポイント引当金の増減額（△は減少） △38,068 5,844

賞与引当金の増減額（△は減少） △187,400 △112,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 70,948 94,342

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,934 10,464

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △96,842 △119,176

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △460,720 －

受取利息及び受取配当金 △33,010 △28,448

支払利息 106,848 80,713

長期貸付金の家賃相殺額 75,912 79,142

投資有価証券評価損益（△は益） 1,529 129,518

有形固定資産除売却損益（△は益） 20,310 18,738

売上債権の増減額（△は増加） 1,609,659 706,129

営業貸付金の増減額（△は増加） 524,220 －

たな卸資産の増減額（△は増加） △588,540 △878,402

仕入債務の増減額（△は減少） △924,695 △552,391

経費支払手形・未払金の増減額（△は減少） △606,339 △271,838

その他 △263,580 169,512

小計 567,861 405,273

利息及び配当金の受取額 6,613 5,998

利息の支払額 △105,567 △78,794

法人税等の支払額 △67,305 △196,113

法人税等の還付額 551,448 10,665

営業活動によるキャッシュ・フロー 953,050 147,029

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 37,000 64,000

投資有価証券の売却による収入 1,119 －

有形固定資産の取得による支出 △538,674 △209,353

有形固定資産の売却による収入 － 106,519

長期貸付けによる支出 － △53,961

長期貸付金の回収による収入 3,917 3,950

差入保証金の差入による支出 △388,729 △142,089

差入保証金の回収による収入 234,063 302,177

その他 △85,356 △102,494

投資活動によるキャッシュ・フロー △736,660 △31,251
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,064,000 1,900,000

長期借入金の返済による支出 △1,612,789 △1,045,521

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △57,721 △104,791

自己株式の取得による支出 △35 △31

配当金の支払額 △251,443 △250,908

財務活動によるキャッシュ・フロー 142,009 498,747

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358,400 614,525

現金及び現金同等物の期首残高 5,853,493 5,920,089

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,211,894

※
 6,534,615
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　会計処理基準に関する事

項の変更

　資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は47,704千円、経常利益は48,050千

円、税金等調整前四半期純利益は732,686千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は947,334千円であり、このうち49,000千円は店舗閉

鎖損失引当金からの振替額であります。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算出する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法　

　法人税等の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、25,484,487千円

であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、24,980,929千円

であります。

　２．建設協力金の譲渡に係る偶発債務

　　　当社は、平成16年３月23日付で建設協力金返還債権を特

別目的会社へ譲渡しました。

　　　なお、譲渡した建設協力金が返済されない事態が生じた

場合には、譲渡した建設協力金返還債権の未償還残高

（当第３四半期連結会計期間末残高668,754千円）を

限度として、当社に買戻し義務があります。

　２．建設協力金の譲渡に係る偶発債務

　　　当社は、平成16年３月23日付で建設協力金返還債権を特

別目的会社へ譲渡しました。

　　　なお、譲渡した建設協力金が返済されない事態が生じた

場合には、譲渡した建設協力金返還債権の未償還残高

（当連結会計年度末残高871,945千円）を限度として、

当社に買戻し義務があります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当社グループは事業の性質上、最終四半期連結会計

期間（１月～３月）の売上高が他の四半期連結会計期

間に比べて多くなる傾向にあります。

※１．当社グループは事業の性質上、最終四半期連結会計

期間（１月～３月）の売上高が他の四半期連結会計期

間に比べて多くなる傾向にあります。

※２．販売費及び一般管理費の主要項目 ※２．販売費及び一般管理費の主要項目

役員報酬 64,078千円

給与及び賞与 3,932,985千円

退職給付費用 132,126千円

賞与引当金繰入額 30,800千円

雑給 1,126,451千円

賃借料 5,442,489千円

広告宣伝費 3,055,202千円

減価償却費 1,111,559千円

役員報酬 58,620千円

給与及び賞与 3,598,554千円

退職給付費用 138,742千円

賞与引当金繰入額 37,500千円

雑給 1,396,663千円

賃借料 5,355,558千円

広告宣伝費 2,977,353千円

減価償却費 998,510千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当社グループは事業の性質上、最終四半期連結会計

期間（１月～３月）の売上高が他の四半期連結会計期

間に比べて多くなる傾向にあります。

※１．当社グループは事業の性質上、最終四半期連結会計

期間（１月～３月）の売上高が他の四半期連結会計期

間に比べて多くなる傾向にあります。

※２．販売費及び一般管理費の主要項目 ※２．販売費及び一般管理費の主要項目

役員報酬 18,300千円

給与及び賞与 1,271,555千円

退職給付費用 44,967千円

賞与引当金繰入額 30,800千円

雑給 384,644千円

賃借料 1,837,036千円

広告宣伝費 1,336,730千円

減価償却費 375,929千円

役員報酬 20,970千円

給与及び賞与 1,172,044千円

退職給付費用 48,325千円

賞与引当金繰入額 37,500千円

雑給 504,253千円

賃借料 1,759,368千円

広告宣伝費 1,420,782千円

減価償却費 350,147千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 6,243,394千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金等
△31,500千円

現金及び現金同等物 6,211,894千円

現金及び預金勘定 6,550,115千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金等
△15,500千円

現金及び現金同等物 6,534,615千円

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　16,485千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 　　　　　　　219千株

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 252,115 15.5平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
紳士服販売
事業
（千円）

カード事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 14,107,214 － 97,97314,205,188 － 14,205,188

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － 227,225227,225△227,225 －

計 14,107,214 － 325,19814,432,413△227,22514,205,188

営業利益又は営業損失（△） 1,122,868△2,642 7,5351,127,761△64,5681,063,192

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
紳士服販売
事業
（千円）

カード事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 35,597,883166,647298,44336,062,974 － 36,062,974

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 30,000439,721469,721△469,721 －

計 35,597,883196,647738,16536,532,695△469,72136,062,974

営業利益又は営業損失（△） 183,984△43,146△4,356 136,481△206,509△70,028

（注）１．事業区分は、商品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分の主要な内容

紳士服販売事業…スーツ、ジャケット、スラックス、カジュアル等の衣料品販売

カード事業…クレジットカード業

その他事業…100円ショップ事業、広告代理業等

３. 前第３四半期連結累計期間におけるその他事業には、インターネットカフェの運営を含めておりましたが、

平成20年６月末をもって事業譲渡したため、当第３四半期連結累計期間にはインターネットカフェの運営は含

まれておりません。

４. カード事業を営んでおりました日本フィナンシャルサービス株式会社は平成21年11月30日をもちまして解

散いたしました。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

当社グループにおける報告セグメントは衣料品販売事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,917.66円 １株当たり純資産額 1,983.19円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3.24円 １株当たり四半期純損失金額 51.89円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 52,744 △844,161

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
52,744 △844,161

期中平均株式数（千株） 16,265 16,265

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── 平成17年６月29日定時株主総

会決議による新株予約権方式の

ストックオプション（前連結会

計年度末における新株予約権の

数2,400個）は、平成22年６月30

日で行使期間が終了しておりま

す。　
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 49.78円 １株当たり四半期純利益金額 24.31円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 809,766 395,505

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 809,766 395,505

期中平均株式数（千株） 16,265 16,265

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    
   平成22年２月５日

はるやま商事株式会社    

 取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　文彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川合　弘泰　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているはるやま商事株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、はるやま商事株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    
   平成23年２月３日

はるやま商事株式会社    

 取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　文彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　昇　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているはるやま商事株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、はるやま商事株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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